薩摩川内市告示第　　号
薩摩川内市営住宅等連帯保証人及び家賃債務保証法人事務取扱要綱を次のように定める。
平成３１年４月１日
薩摩川内市長　　岩　切　秀　雄
薩摩川内市営住宅等連帯保証人及び家賃債務保証法人事務取扱要綱
（趣旨）
第１条　この告示は、条例及び規則に規定する連帯保証人及び家賃債務保証法人について必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　条例　薩摩川内市営住宅条例（平成１６年薩摩川内市条例第２８３号。以下「市営住宅条例」という。）、薩摩川内市一般住宅条例（平成１６年薩摩川内市条例第２８４号）及び薩摩川内市特定公共賃貸住宅条例（平成１６年薩摩川内市条例第２８５号）をいう。

⑵　規則　薩摩川内市営住宅条例施行規則（平成１６年薩摩川内市規則第

２３９号）、薩摩川内市一般住宅条例施行規則（平成１６年薩摩川内市規則第２４０号）及び薩摩川内市特定公共賃貸住宅条例施行規則（平成１６年薩摩川内市規則第２４１号）をいう。
⑶　市営住宅等　条例に規定する市営住宅、一般住宅及び特定公共賃貸住宅をいう。
⑷　連帯保証人　民法（明治２９年法律第８９号）第４４６条及び第４５４条の規定により、市営住宅等の入居者と連帯して、家賃、原状回復費用その他の金銭債務（以下「債務」という。）を負担する義務を負う者をいう。
⑸　家賃債務保証法人　第７条に規定する登録を受けた法人をいう。
⑹　身元引受人　市営住宅等の入居者の行方、安否又は緊急非常の際の連絡先となる者で、入居者が退去する際に市と協力し、残された残置物等を処分する義務を負う者をいう。
⑺　家賃債務保証契約　市営住宅等の入居者が債務の履行を怠ったとき、家賃債務保証法人が当該入居者に代位してこれらの債務を負担する旨を記載した契約その他これらに付随する契約をいう。
⑻　家賃債務保証業務等　家賃債務保証契約の締結及び履行に関する業務をいう。
（連帯保証人等の設定等）
第３条　市営住宅等の入居者は、条例及び規則に基づき連帯保証人又は家賃債務保証法人（以下「連帯保証人等」という。）を定めなければならない。
２　前項の入居者は、条例及び規則で定める書類に、連帯保証人を定めたときは保証書を、家賃債務保証法人を定めたときは当該家賃債務保証法人と締結した家賃債務保証契約書の写しを添えて、市長に提出しなければならない。
（連帯保証人の要件）

第４条　連帯保証人は、次に掲げる要件を満たさなければならない。ただし、市長が特に必要と認める場合は、この限りでない。
⑴　本市に居住し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第５条の規定に基づき、本市が備える住民基本台帳に記録されていること。

⑵　市営住宅等の入居者と同居していないこと。
⑶　公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）第２条第２号の公営住宅に入居していないこと。
⑷　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定する被保護者（以下「生活保護受給者」という。）でないこと。
⑸　市町村税等の滞納がないこと。
（家賃債務保証法人の要件）
第５条　家賃債務保証法人として登録を受けることができる者は、次の各号のいずれかに該当する法人とする。
⑴　家賃債務保証業者登録規程（平成２９年国土交通省告示第８９８号）第５条第１項の家賃債務保証業者登録簿に記載されている法人
⑵　住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成１９年法律第１１２号）第４０条の住宅確保要配慮者居住支援法人として指定されている法人
（家賃債務保証法人の事前協議）
第６条　家賃債務保証法人の登録を受けようとする者は、市営住宅等の入居者と家賃債務保証契約を締結する前に、家賃債務保証業務協議書に家賃債務保証業務等に関する誓約書その他別に定める書類を添えて、市長に提出しなければならない。
（家賃債務保証法人の登録等）
第７条　市長は、前条の規定による提出を受けたときは、その内容を確認し、当該提出をした者に対し、その結果を通知しなければならない。
２　市長は、前項の規定により、家賃債務保証法人として登録することとしたときは、家賃債務保証法人登録簿（以下「登録簿」という。）に登録するものとする。
３　前項の規定による登録を受けた者は、速やかに本市と家賃債務保証法人基本協定を締結しなければならない。
４　第２項の規定による登録の有効期間は、登録簿に登録された日から第５条各号の登録又は指定の期間の満了日までとする。

５　家賃債務保証法人が家賃債務保証法人の登録の継続を希望する場合は、前項の満了日の前日から起算して３箇月前から１箇月前までの間に、前条に規定する手続を再度行わなければならない。
（家賃債務保証法人の登録の取消し）
第８条　市長は、家賃債務保証法人が第５条の要件を満たさなくなった場合は、家賃債務保証法人の登録を取り消すことができる。
２　市長は、前項の規定に基づき、家賃債務保証法人の登録を取り消す場合は、当該家賃債務保証法人に対し、書面で通知しなければならない。
３　前項の規定による通知を受けた家賃債務保証法人は、既に家賃債務保証契約を締結した市営住宅等の入居者に係る連帯保証人等が欠けないよう適切な措置を講じなければならない。
（変更等の届出）
第９条　家賃債務保証法人は、登録を受けた内容に変更があった場合は変更届出書により、家賃債務保証業務等を廃止、休止又は再開する場合は廃止・休止・再開届出書により市長に届け出なければならない。
（連帯保証人等の設定の免除要件等）
第１０条　市営住宅等の入居者は、連帯保証人等を定めることができない場合は、

連帯保証人等免除申請書を市長に提出しなければならない。

２　市長は、前項に規定する申請書を提出した入居者が次の各号のいずれかに該当するときは、連帯保証人等の設定を要しないものとすることができる。
⑴　海外からの引揚者のうち、本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していない者で、連帯保証人等の設定ができないと認められるとき。
⑵　生活保護受給者で、所管課長から連帯保証人等の設定ができないことについての意見書が提出されるなど、連帯保証人等の設定ができないと認められるとき。
⑶　市営住宅条例第６条第２項第２号又は第８号に規定する者で、所管課長から連帯保証人等の設定ができないことについての意見書が提出されるなど、連帯保証人等の設定ができないと認められるとき。
⑷　海外からの留学生で連帯保証人等の設定ができないと認められるとき。
（入居者の地位の承継における連帯保証人等）
第１１条　市営住宅等の入居者の地位の承継を希望する者（以下この条において「承継希望者」という。）は、規則で定める承継の申請をする際に、連帯保証人等を定めなければならない。
２　第３条第２項及び前条の規定は、承継希望者について準用する。
（連帯保証人等の変更）
第１２条　市営住宅等の入居者は、連帯保証人を変更しようとするときは、新たに連帯保証人等を定め、市長の承認を得なければならない。

２　前項の入居者は、条例及び規則で定める書類に、連帯保証人を定めたときは保証書を、家賃債務保証法人を定めたときは当該家賃債務保証法人と締結した家賃債務保証契約書の写しを添えて、市長に提出しなければならない。
３　前２項の規定は、家賃債務保証法人を変更しようとするときに準用する。こ

の場合において、第１項中「連帯保証人を」とあるのは「家賃債務保証法人を」

と読み替えるものとする。
４　第１０条の規定は、連帯保証人等を変更する入居者について準用する。
（連帯保証人等の設定の免除承認又は不承認の通知）
第１３条　市長は、第１０条第１項（第１１条第２項及び前条第４項において準用する場合を含む。）に規定する申請について連帯保証人等の設定の免除を承認したときは連帯保証人等免除承認通知書により、連帯保証人等の免除を不承認としたときは連帯保証人等免除不承認通知書により当該入居者に対し通知するものとする。
（身元引受人）
第１４条　市営住宅等の入居者は、第１０条の規定により連帯保証人等を定める必要がないときは、身元引受人届出書を市長に提出しなければならない。
（様式）

第１５条　この告示において規定する書類の様式は、市長が別に定める。

附　則
この告示は、平成３１年４月１日から施行する。
